
   
   
県の関与の問題事例アンケートに係る改善要望及び対応の要旨  

※項目は、県の部局順に並べてあります。（NO.は受付順に番号を付したもの。）

No. 項目 問題点 改善要望 担当課 指摘に対する改善方策、対応等
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不動産取得税
の徴収猶予申
告者とりまと
め 
 
 
 
 
 
 
 
 

 不動産取得税の徴収猶
予の申告は，農業委員会
が，県税の作成した各申
告者宛文書を送付し，農
業委員会で全部取りまと
めて，提出している。 
 税のことであり，農業
委員会で細部までは、把
握しておらず，申告者が
農業委員会に来ても，農
業委員会では明確に回答
できない。 
 

 相続税に関し同種の
制度がある税務署で
は，すでに何年も前か
ら，直接税務署で申告
対象者に文書を送付
し，申告を受け付けて
いる。個人情報保護の
面からも，農業委員会
で取扱うべき事務では
ない。この事務は，完
全に県税事務所で行う
べき業務と考える。 
 
 

税務課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 農地等の一括贈与を受けた場合の不動産取得税の徴収
猶予の申請等については、申請者等と県税事務所との間
において直接行なわれるべきですので、県税事務所に対
し取扱いを改めるよう指導いたします。 
なお、申請者等から質問等がありました際は、管轄の県
税事務所課税第二課に直接問い合わせをされるようご案
内ください。 
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常磐線複々線
化促進期成同
盟会のあり方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 常磐線の他に水戸線
や水郡線にも同様団体が
あるが、総会や幹事会は
合同で開催される他、Ｊ
Ｒ本社や同水戸支社への
要望行動なども全て合同
で行われており、単体で
組織があることが非効率
である。 
②設立時とは社会情勢が
大きく変化し、“複々線
化”は現実的には不可
能。 
③負担金の算定方法につ
いては、設立当初より見
直しがされてないうえ,
明文化されたものがな
く、平成15年度に一律
15％の減額はしたもの
の、実情に合っていな
い。 
④繰越金も、３団体合わ
せると相当な額になる。 
⑤会長である知事が総会
や要望時に出席しない。 
 

 目的と活動内容が類
似している組織につい
ては、事務事業の効率
化を図るため、組織の
統合と名称の変更を
し、会員市町村の負担
軽減に努めるよう強く
要望する。 
②、③、④は負担金算
定基礎を見直し、明文
化すること。 
⑤は知事の積極的な参
加。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

企画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 常磐線、水戸線に関する組織の統合と名称変更につき
ましては、それぞれ沿線地域の状況が異なっており、市
町村の要望内容も 多岐に渡っておりますことから、会
員市町村の意向を確認しながら今後の対応を検討してま
いりたいと考えております。 
 水郡線につきましては水郡線利用促進会議を組織し、
常磐線、水戸線との合同での要望活動に加え、各種の利
用促進事業を実施しており、先の２団体とは活動内容が
異なるため、統合は難しいものと考えております。 
 負担金につきましては、市町村合併が一段落した後、
会員市町村と協議してまいりたいと考えております。 
 知事の参加につきましては、平成１７年度は、常磐線
東京駅乗り入れ等について、関係市長と共にＪＲ東日本
に対する要望活動を実施したところであり、今後とも積
極的に取り組んでまいります。 
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りんりんウオ
ーク開催方法
等の改善 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 開催運営は、沿線市町
村で構成する利活用促進
会議を母体に、県の関係
各課とウォーキング協会
などを入れて実行委員会
を組織。 
 沿線市町村には、昨年
度から開催負担金が求め
られ、参加費よりもコス
トが高い大会記念バッジ
（例年500個）を作成、
配布している。 
 しかし、参加見込みと
実参加者数にはかなり開
きがあり、毎年半数以上
が余り、バッジには開催
年度が入っているため次
年度は使用できないとい
う。 
また、今年度はＴＸ開業
記念として開催したが、
資金不足分は沿線市町村
からの開催負担金で賄っ
た。 
 

 沿線市町村民の参加
状況なども踏まえて、
費用対効果を検証し、
経費削減による開催方
法の工夫を。 
 簡単に新たな負担を
求めるのではなく、関
連イベントとして開催
するなど、県庁内での
連絡・調整を十分にお
願いしたい。 
 また、利活用促進会
議においては、イベン
トありきの考え方から
脱却し、サイ 
クリングなどがしやす
い環境整備を進めるう
えで、県と沿線自治体
の協力体制の 
検討などをしていくの
も良いのではないか。 
 
 
 
 

地域計
画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 りんりんウォークの開催にあたっては，事業計画及び
収支計画等を実行委員会で協議し，承認を得て実行して
きたもので，経費については，県と市町村で負担をして
きたところであります。 
 今年度はつくばエクスプレスが開業したことから，よ
り広範囲からの交流を図るため，事業の充実を協議する
一方，経費の負担軽減を図るため，つくばエクスプレス
関連イベント助成制度の活用を検討したところですが，
助成要件を満たしていないため，残念ながら助成は受け
ることができなかったものです。 
 なお，ウォーキング大会は，天候，コース，実施時
期，大会の知名度などで参加人数が変動することにな
り，今回は天候に恵まれなかったなどにより，ご指摘の
とおり参加定員と参加人数の間に乖離が生じていること
から，実行委員会においても大会の計画，運営のあり
方，経費の削減など今後の課題として認識し，協議して
いるところです。 
 県としては，つくばりんりんロード及び沿線の歴史や
自然は，地域の貴重な資源と受け止めており，広域的な
交流拡大を図るうえで，その活用も有効であることか
ら，今後，ウォーキングの特性や実績等を踏まえ，断続
的事業展開のあり方などや，ご指摘のありました新たな
利活用方策について，沿線市町村などと協議してまいり
たいと考えております。 
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土浦・つく
ば・牛久業務
核都市整備促
進協議会の負
担金見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 昨今、首都圏業務核都
市首長会議（１都４県の
21市で構成）でも話題に
なっているが、業務核都
市という考え方そのもの
が曲がり角に来ており、
バブル崩壊後の厳しい社
会情勢から首都回帰現象
も起こり、周辺都市への
業務機能集積には限界が
ある。 
その様な中で、３市が共
通の課題として取り組め
る研究テーマを決めるの
にも苦労している状況。 
 しかし、毎年協議会へ
は各市から10万円ずつの
負担金が拠出されてお

 協議会への負担金見
直し。３市で取り組む
べき事案が発生した時
点で、予算措置すれば
いいのではないか。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域計
画課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 当該業務核都市の基本構想に掲げる中核的施設につい
ては，未だ整備の途上にあるのが現状です。 
 このような中，昨年８月のつくばエクスプレス開業
等，業務核都市を取り巻く状況の変化を踏まえますと，
当該協議会において，引き続き３市で業務核都市の育
成・整備について検討していく必要があると思われます
ので，今後、負担金のあり方についても協議のうえ，見
直しを行ってまいりたいと考えております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  り、繰越金が膨らんでい
る。 
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百里飛行場民
間共用化推進
協議会の活動
見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 当協議会のメイン事業
である広報事業について
は、高額な展示用模型飛
行機の作成・配布から始
まり、あまりにも立派な
額入りポスターやリーフ
レット類を大量に作成し
ている。 
 しかし、広報事業を企
画立案する際に、年度当
初の幹事会では示され
ず、会員市町村への協議
の場がなく進められてい
る。 
 
 

 
 広報事業などは、い
つ・何が・どれだけ必
要なのか、幹事会等で
具体的な検討・協議を
して欲しい。 
 また、県民に一番関
心があるのは、「いつ
開港するのか、就航す
る路線はどうか、何便
離発着するのか」であ
り、肝心の開港予定日
が決まってから、進め
るべき事業もあるので
はないかと思われる。
協議会全体の活動を見
直し、負担金の削減に
努めてほしい。

 
空港対
策室 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 当協議会では，平成２１年度の開港を目指し，事業の
推進及び開港後の利用に向けての気運を高めるために広
報活動を展開しております。 
 各年度の事業内容及び予算につきましては，幹事会
（市町村担当課長）に諮った上で，市町村長等が出席す
る総会において決定しているところです。 
 今後は，広報活動の内容につきまして幹事会での意見
を参考にしながら，これまで以上に充実させていきたい
と考えております。 
 また，負担金の取り扱い等，協議会の運営に関しまし
ては，幹事会にて検討したいと考えております。 
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つくばエクス
プレス等整備
利用促進協議
会の活動の見
直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 つくばエクスプレスの
利用促進と，県南西地域
の鉄道整備上の課題の解
決を図ることを目的に設
立されている団体で，エ
クスプレス沿線市町村の
ほか，常磐線沿線の市町
村も加盟しているが，エ
クスプレスの利用促進に
関連することが主な事業
であり，規約では「東京
圏における常磐線の輸送
力強化に関すること。」
も明記されているが，平
成１７年度総会資料で
は，平成１６年度実績，
平成１７年度事業計画に
常磐線の輸送力強化につ
いて何もふれていない。 
また、常磐線沿線市町村
にとっては，エクスプレ
スの利用促進が逆に常磐
線の利用を阻害してしま
うという矛盾をはらんで
いる。 
 

①２団体の統合による
スケールメリットを活
かした協議会の運営
で、負担金の削減。 
②会員市町村全体が納
得できる事業の展開。
（ＴＸが 
開業したので、他の事
業にも目を向けて欲し
い。） 
③県内の鉄道に関する
団体の整理・統合。 
④ＴＸ関連事業への協
力体制の整備 
⑤エクスプレス沿線以
外の常磐線沿線自治体
については，今後の加
盟の有無について意向
確認。 
 
 
 
 
 
 
 
 

新線・
つくば
調整課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 各会員の負担金額の取り扱いにつきましては、新協議
会の幹事会において、旧団体の負担金の合算額とするこ
とで協議調整のうえ、総会に諮り決定しております。 
 また、協議会の統合後において、合併した市町村の負
担金については、旧市町村の負担金を単に合算するので
はなく、合併後の市町村の規模等を勘案し、例えば、従
前から市であった自治体が合併した場合は従前の金額と
し、従前は町村であった自治体が合併して市となった場
合は市レベルの金額を負担いただくこととしております
ので、ご理解をお願いいたします。 
 本協議会事業につきましては、喫緊の課題であるＴＸ
のＨ１７開業に関する事業を重点的に実施してまいりま
したが、今後は会員の意向を踏まえ、規約第３条に記載
された常磐線の輸送力強化や常総線とＴＸとの輸送の一
本化の確保等への事業展開も図っていきたいと考えてお
ります。 
 また、類似の鉄道団体との事業内容の整理・統合につ
きましては、本協議会が宅鉄法第７条に基づく協議会の
性格をもつ団体である点を考慮しながら、今後検討すべ
き課題であると考えております。 
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国民健康保険
の指導監督の
簡素化につい
て 
 

 
 
 
 
 
 

 
 指導監督に関して、
事前調書の提出がある
が、内容を簡素化をし
てほしい。 
 
 

 
厚生指
導課 
 
 
 

 
 国民健康保険事業の指導助言は、国の法定受託事務
で、国からの通知に基づき実施しており、指導に伴う事
前調書についても、国から示された様式であるので、県
が内容の簡素化を行うことはできないものです。 
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緊急の調査・
報告資料の提
出方法の改善 
 
 

 ＦＡＸ等で調査・報告
依頼が急に入り、提出期
限などがあり、対応に繁
忙をきたしている。 
 

 予め必要な調査期間
を確保してほしい。 
 
 
 

保健予
防課 
 
 
 

 県が実施主体となる調査については、調査期間を十分
確保してから依頼いたします。 
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乳児健診の様
式変更と対象
月齢の拡大 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①乳児健康診査受診票の
様式は、乳児の発育･発
達及び疾病の有無の確認
は可能であるが､保育者
（母親）の育児不安など
の項目はなく､保育状況
について医療機関で観
察･指導を行っているか
の 
否かの確認ができない｡ 
②「こども･子育て応援
プラン」において、「乳
児健診未受診児など生後
４か月までに全乳児の状
況把握」を目標に挙げて
いるが、現在の対象月齢
では受診確認の時期が遅
れてしまう｡ 
③①②について県より、
各市町村が様式や対象者
を安易に変更すること
は、医療機関での事務に
混乱をきたすため好まし
くないと言われている｡ 
 

①乳児健康診査受診票
の様式に、保育に関す
る指導及び問題点が書
き込める項目を設ける｡ 
②対象月齢を生後１か
月からに拡大する｡ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子ども
家庭課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 「乳児委託健康診査」は市町村事業であることから，
その実施方法については市町村が適切に判断し決定すべ
きもので，県が規制するものではないと考えておりま
す。 
 なお，この事業は市町村と医療機関との委託契約に基
づいて実施されていることから，改善案として示された
「①「受診票」様式に保育に関する記載項目を追加す
る，②対象月齢を生後１ヶ月に拡大する。」ことについ
ては，契約変更を必要とするこが想定されますので，委
託している医療機関と十分調整した上で，契約内容の変
更手続きを行って下さい。 
 また，複数の市町村と契約している医療機関側にする
と，市町村ごとに委託内容（健診項目や対象年齢）が異
なるような状況は，健診を実施する上で混乱が生じる恐
れがあるため，こうした混乱を防止するためには，市町
村会等を通じて各市町村及び医療機関との意見調整を併
せて行う必要があるのではないかと考えております。 
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放課後児童健
全育成事業に

 調査物等の様式が基本
的に紙媒体で来るため，

 様式等はできる限り
電子媒体でやりとりで

子ども
家庭課 

 放課後児童健全育成事業に係る調査等に使用している
様式は、特に複雑な書式は少ないことから，通常，紙媒



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

おける調査及
び補助金申請
方法の見直し 
 
 
 
 
 
 
 

電子媒体での処理に比べ
て記入や提出等の事務処
理に時間が掛かる。 
 
 
 
 
 
 
 

きるようにしていただ
きたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

体でＦＡＸ等により送受信する事務処理をしています
（データの送付を希望する市町村については，通常メー
ルにより担当あてデータを送信） 
 また，補助金交付申請書等一部複雑な書式について
は，集計等の事務処理を行うえでも電子データでの提出
を依頼した方が効率的に処理できる場合がありますが，
市町村によっては紙媒体（手書き）での事務処理を希望
する場合があることから，現在のところ電子媒体での事
務処理を統一的に依頼する取扱いとはしていません。な
お，電子媒体での提出を希望する市町村については，事
務連絡等軽易なものは担当あてメールにより，公文によ
る提出が必要なものは所定の方法により提出して差し支
えありません。

23 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

滞在型施設入
所者の認定方
法の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 現在、特別養護老人ホ
ームを除く滞在型施設入
所者の認定は、所在する
保険者が被保険者として
認定することとなってい
る。 
 介護保険事業の運営
は、介護保険事業計画に
基づき施設整備がなさ
れ、財源の保険料も定め
られている。ところが本
来地域の必要に応えるべ
き施設に外部の利用者が
多く見られ、保険財政を
窮迫させている状況にあ
る。

 住所の認定は、生活
の本拠地であるべきこ
とから実態に沿うべき
ものと思われる。しか
し、施設の設置は、各
地域、各保険者の必要
から整備され、その必
要を賄う保険料が設定
されている。 
 今後、施設整備の偏
りが区域を越えて必要
に応えるあるいは保険
料の公平の実現に向
け、県として住所地特
例制度の拡充が必要と
思われる。

高齢福
祉課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 介護保険法の改正により，平成１８年度からは，養護
老人ホーム及び有料老人ホーム（定員２９人以下の介護
専用型有料老人ホームを除く。）については，住所地特
例の対象とされるとともに，定員２９人以下の介護専用
型有料老人ホーム及び認知症高齢者グループホームにつ
いては，地域密着型サービスに位置付けられ，市町村が
介護保険事業計画を踏まえ指定できることとなります。 
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グループホー
ムの指定・監
督に係る事務
への助言、情
報提供等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 平成18年4月より、
「グループホーム」の指
定手続きの変更、また法
改正により「地域密着型
介護サービス事業所」に
係る指定及び監督の事務
が、市町村で行うことに
なっている。 
「グループホーム」の指
定及び監督の事務につい
ては、今まで県でおこな
っていた経緯があり、当
該施設については、各市
町村の計画数を超えて整
備されている現状で市町
村の介護保険財政への影
響等問題が生じている。 
こうした状況下におい
て、各市町村では事務実
施にあたり困惑がある。

 県は指定・監督の事
務実施にあたり、要項
の制定、指定にあたる
判断材料等の提示、こ
れらを含めた説明会等
の開催等、市町村への
助言、情報提供等に一
層努めてほしい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高齢福
祉課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 市町村が地域密着型サービス事業者の指定及び指導監
督等の事務を円滑，適正に実施できるよう，事務処理マ
ニュアル等を作成し，説明会等を開催するとともに，迅
速に情報提供を行うなど助言支援に努めてまいります。 
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特定建築物に
係る簡易・小
簡易専用水道
の布設届等の
県への提出に
ついて 
 
 
 

 
 茨城県安全な飲料水の
確保に関する条例第３条
により，建築物における
衛生的環境の確保に関す
る法律の適用される施設
については，適用除外で
あると思われるが，簡
易・小簡易専用水道の布
設届等をしている。 
 

 
 建築物における環境
の確保に関する法律の
適用される施設につい
ては，保健所 
が指導されていると思
われるので，布設届等
の県への提出は省略さ
せていただきたい。 
 
 

 
生活衛
生課 
 
 
 
 
 
 
 

 
 茨城県安全な飲料水の確保に関する条例第3条の規定に
より，建築物における衛生的環境の確保に関する法律の
適用を受ける特定建築物に布設される簡易・小簡易専用
水道に対しては，当条例の規定を適用しないとされてい
ます。 
 また，当該特定建築物については，各保健所におい
て，当法に基づく届出により把握し，衛生管理等の指導
を行っております。 
 従いまして，簡易・小簡易専用水道の布設届等の県
（保健所）への提出を省略することについては支障あり
ません。 
 

6 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

安全な飲料水
の確保に関す
る条例の見直
し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 小規模水道から供給を
受ける水を水源とする水
道も，小簡易専用水道に
含まれているが，当方で
はそのような施設を把握
することが困難である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小簡易専用水道の定義
を，「水道事業の用に
供する水道からの供給
を受ける水のみを水源
とするもの。」だけに
するよう，茨城県安全
な飲料水の確保に関す
る条例第２条（３）号
を改正して，小規模水
道から供給を受けるも
のは委任事務から削除
してほしい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生活衛
生課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 現行の小簡易専用水道の定義における「水道事業の用
に供する水道から供給される水のみを水源とするもの」
及び「小規模水道から供給される水のみを水源とするも
の」は，共に「安全が確保された水を水源とする貯水槽
水道」でありますことから，両者を別の水道として定義
することは適当でないと考えております。 
 また、小簡易専用水道に関する事務の権限について
は，行政事務の効率化及び住民サービスの向上を目的と
して，そのすべてを「水道事業を経営する市町村長」に
移譲（給水停止命令については一部の市町村に限る。）
しております。 
 従いまして，小簡易専用水道のうち，「水道事業の用
に供する水道から供給される水のみを水源とするもの」
に関する事務を市町村で行い，「小規模水道から供給さ
れる水のみを水源とするもの」に関する事務を県で行う
ことは，非効率的であり，小簡易専用水道の設置者に混
乱を与え，住民サービスの低下となることも考えられる
ため，「小規模水道から供給される水のみを水源とする
小簡易専用水道」に関する事務のみを市町村への権限移
譲事務から削除することは，適当でないと考えておりま
す。 
 「小規模水道から供給される水のみを水源とする小簡
易専用水道」につきましては，保健所における小規模水
道の布設工事確認申請に係る審査等において，当該小規
模水道の設置者等に対し，条例の規定に基づき当該小簡
易専用水道の届出を所管する市町村へ必ず行うよう指導



 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

等を行っています。 
 また，「小規模水道から供給される水のみを水源とす
る小簡易専用水道」は，グループ企業の工場間の給水な
ど特殊な給水形態であり，施設数も極めて少ない状況に
あることから，現行の条例等で十分対応できるものと考
えます。 
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各種観光振興
団体のあり方
見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 観光産業の振興と地域
活性化等を目的に重要な
役割があると認識してい
るものの、同様の事業や
調整の足りない事業、補
助金の重複や負担金の再
負担などがあり、複雑で
連携が困難である。 
 
 
 
 
 
 

 
 
各組織の事業調整を円
滑にするため、体系的
な組織再編が必要と考
える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
観光物
産課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 （社）茨城県観光物産協会は県産品の知名度向上・販
路拡大と観光の振興を一体的に進めるため，平成１７年
６月，（社）茨城県観光協会と茨城県物産協会が合併
し，（社）茨城県観光物産協会となりました。漫遊いば
らき観光キャンペーン推進協議会等との役割分担につい
ては，平成１８年度を始期とする「県観光振興基本計
画」に位置付けるとともに，観光振興や物産の販路拡大
を図るうえでの協力体制の確立を図ってまいります。 
 漫遊いばらき観光キャンペーン推進協議会は，平成８
年に「本県の優れた観光資源を広く全国に紹介，宣伝
し，観光客の誘致拡大を図る」ことを目的に設立しまし
た。 
 負担金については，今年度，市町村合併等の進捗状況
を踏まえ，負担の公平性等の観点から見直しを図ったと
ころであり，平成１８年度から新制度に移行することと
しております。       
   （以上、県関係団体のみ回答）

15 
 
 
 
 

働く婦人の家
運営方法等報
告書の簡素化 
 
 

 施設利用者区分が詳細
なため，個人情報に関わ
る部分があり利用者に確
認するのが難しい面があ
り簡素化できないか。

 利用者区分を男女
別・年令別・勤労者区
分などで簡単な区分で
お願いしたい。 
 
 

労働政
策課 
 
 
 

 ご指摘の報告書については，厚生労働省の局長通知に
より，県が取りまとめて厚生労働省あて報告しているも
のです。 
 調査内容，様式については，厚生労働省の規定により
行っておりますが，簡素化を図れるますよう国に働きか
けてまいります。 
 

3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会計検査調書
作成方法の見
直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 調書作成要領で鉛筆書
きと定められている。作
成期間に余裕があるなら
まだしも、例年、説明会
から調書提出期限まで５
～７日しかないため、調
書完成のためには、時間
外や休日勤務で対応せざ
るを得ない。 
鉛筆書きの理由は、検収
後に修正が生じた場合に
直しやすいから、と聞い
たことがある。  
 

 調書作成を、エクセ
ルデータまたはワード
データとする。職場環
境にパソコンが普及し
ている現在、エクセル
やワードを使える職員
がほとんどであるため
作成に際して支障はな
いと思われる。また、
検収後の修正も容易で
あるはずである。 
 
 
 
 

監理課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 当該調書作成にあたっては、大変短い期間で作成しな
ければならないため、調書の検収にあたって、修正等を
容易にする（修正等があった場合、各市町村に持ち帰っ
ての修正の時間がない）ため、調書の作成を鉛筆でお願
いしているものです。 
 しかしながら、要望中にもありますように、現在では
大半の方が資料等の作成をパソコンで行っていると思わ
れますので、調書の検収時の修正等に容易に対応できる
（持ち帰ることなくその場で修正等ができる）のであれ
ば、要望にある方法で作成されてもいいと思います。
（実際に、上記後段に記載のような対応をされている市
町村もあります。また、希望があれば、調書の様式等も
送付しています。） 
 
 

1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

下水道事業に
関するアンケ
ート調査の簡
素化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 下水道事業について
は、その実態を把握する
ために，年間を通じて
国・県よりアンケート調
査が送付される。それら
を処理する上で，以下の
問題点がある。 
①調査期間が短すぎる 
②調査の量が多すぎる 
③調査内容に重複点があ
る④調査を行っている根
拠が分からない 
⑤調査期間や量によって
は，時間外勤務や休日出
勤で対応せざるを得ない
場合がある。 
 

事務負担の軽減を図ら
れたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

下水道
課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 国の調査については、市町村から報告いただいた資料
をまとめる期間を差し引き、県への提出日を設定してお
ります。 
 国から指定された調査期間が短いためこのような問題
が起きていると思われますので、ご意見をふまえ、国に
対し改善を要望して参ります。 
 県の調査については、可能な限り長めに設定したいと
考えております。ただし、緊急に調査しなければならな
い事案につきましては、ご理解いただき対応をお願いい
たします。 
 調査の量や内容の重複につきましては、事務の省力化
を図るため、国に対し要望すると共に、県の調査につい
ては、過去の調査内容を確認し、調査件数の減量に努力
いたします。 
 調査必要性等については、国からの調査の趣旨等を記
載して調査依頼しておりますが、不明な点がありました
ら、随時問い合わせ願います。また、県の調査依頼につ
きましては、必要性や趣旨等をできるだけ分かりやすく
記載するようにいたします。 
 

2 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市町村下水道
整備支援事業
費補助申請の
見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①補助金の申請を行う場
合，当該年度の工事を図
面及び書類上に示すこと
となっている。当該補助
金制度の補助対象工事は
枝線工事となっているた
め，それらの工事の金額
は小額であり，結果とし
て工事数が非常に多くな
り，図面及び書類の作成
に多くの時間を必要とし
ている。 
 ②申請の手続きにおい
ては，まず実施計画書を
提出し，内示を経て，交
付申請書を提出すること
となっている，その添付
資料が，実施計画と交付

 ①枝線工事（面整
備）が補助対象となっ
ているので，図面につ
いては工事する区域を
塗りつぶしにより表現
することで対応してほ
しい。調書類について
は，工事する区域を面
積にて表示することで
対応してほしい。 
 ②実施計画にて，原
本証明のある起債計画
書も提出する。交付申
請時には，（実施計画
と内容が変更となる場
合以外は，）資料の提
出を不要とすることで
対応してほしい。 

下水道
課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 実施計画は市町村の要望額を把握するとともに，県予
算額の範囲内で各市町村にどれだけ配分するかを判断
（＝内示）するために行っております。 
 一方，交付申請はその内示に基づき正式に補助を行う
ことを決定するために行うものであり，両者の目的は異
なっております。従いまして，実施計画及び交付申請の
双方の手続が不可欠であることをご理解願います。 
 ただし，ご指摘のとおり双方に共通する書類もありま
すので，可能な範囲で添付書類の簡素化及び図面等にお
ける記載内容の簡略化に努めてまいります。 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

 
 
 

申請でほぼ同じものであ
るため，短期間に同じ資
料を２度提出することの
必要性について疑問を感
じる。
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国庫補助事業
に係る要望調
書提出の見直
し 
 
 
 
 
 

 要望調書作成依頼のメ
ール発信が、夜間であっ
た。。そのため、調書作
成が間に合わないことか
ら、提出期限を延期して
もらった経緯がある。ま
た、その後、要望調書の
追加変更があり、ヒアリ
ングの日時設定にも時間
的に無理があった。

 国の期間設定の問題
もあるが、市町村内の
事務手続き（決裁等）
を考慮した期間設定を
してほしい。国に 
対しても、その旨、協
議してほしい。 
 
 
 

下水道
課 
 
 
 
 
 
 
 
 

 今回の調査（翌年度の補助要望）は、国からの依頼内
容の確認後に直ちに市町村へお願いしたところです。 
 提出期限については、国への説明のために必要なデー
タ整理や資料作成のための最小限の期間を確保させてい
ただきました。 
 ご意見にあるように、市町村事務に支障を来さないよ
う国に対し要望すると共に県といたしましても、調査期
間の取り方について改善して参ります。 
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補助金経由事
務の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 区画整理事業関係補助
金の要望～申請～実績等
報告事務 について土木
事務所を経由している。 
 
 
 
 
 
 

 
 事務的に経由印を押
すだけで，指導などは
受けていないため，意
味が薄いと考える。経
由印を廃止してほし
い。 
 
 
 
 
 

 
都市整
備課 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 「都市・地域整備局所管国庫補助金交付申請等要領」
に基づき，国庫補助金に関する指導等の事務について
は，国から指導監督事務費補助金が支給されています。 
 土木事務所の経由をお願いしているのは，当該指導監
督を行うのに必要な情報を土木事務所に提供することが
必要であるとの判断に基づくものです。 
 なお，土木事務所への情報提供の方法については必ず
しも「書類の経由」に限られるわけではありませんの
で，平成18年度から「経由の廃止」を進めてまいりま
す。 
                      

27 
 
 
 
 
 
 

社会教育調査
に係るヒアリ
ング方法の見
直し 
 
 
 

 調査資料提出の際、ヒ
アリングとして各市町村
を指定した日の同時刻に
集め、１市町村づつ話を
進めていくことは、ほぼ
同時刻に来ているにもか
かわらず長時間待たされ
ることになる。

 目安としてでも結構
であるので市町村ごと
に、時間を指定して呼
び出すようにしてほし
い。 
 
 
 

企画広
報室 
 
 
 
 
 

 調査のヒアリングについては，円滑に実施するため
に，調査における注意点やヒアリング時の確認事項を随
時市町村の調査担当の方あて連絡し，ヒアリング時間の
短縮に努めたところですが，次回調査実施時には，待ち
時間が少なくなるよう日時の指定方法について検討いた
しますので，ヒアリングの円滑な実施についてご協力を
お願いいたします。 
 

22 
 
 
 
 
 
 

各種調査資料
の提出及び児
童生徒作品の
募集方法の見
直し 
 
 

 夏季休業中の児童・生
徒作品応募が,県の各
部・諸機関よりそれぞれ
個々に出されていて、学
校に降りてきた段階では
多大な数になる。小規模
校の場合,児童・生徒の
負担が大きい。

 安易に児童・生徒に
作品を募集することで
事業を進めるような発
想は,検討し直してほし
い旨、義務教育課から
も働きかけてほしい。 
 

義務教
育課 
 
 
 
 
 

 御要望のありました，夏期休業中における児童生徒の作
品募集についてですが，作品募集に関しましては，児童
生徒の負担にならないよう取捨選択して応募できるよ
う，また，県教育委員会に共催・後援の依頼のあります
作品の募集等に関しましても，学校の負担加重にならな
いよう担当課，機関等にはたらきかけて参ります。 
 

18 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教育研究協
力、調査研究
事業の学校へ
の委託及び教
育研究事業の
学校指定の決
定方法の見直
し 
 
 
 
 
 
 
 

 推進事業研究協力校や
研究指定校の依頼若しく
は決定が、毎年、当該年
度が始まってから決定し
ているので、当該年度の
当初予算に計上できず補
正までの間、事業ができ
ない状況である。 
 また、学校の当該年度
計画も決まってしまうの
で、協力校や指定校に決
定した学校は、計画修正
をしなければならない。 
 
 

 次年度の研究指定校
の決定については、前
年の11月までには決定
してほしい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

義務教
育課 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 次年度の研究指定校等の決定を前年度の11月までにと
いう御要望に関してですが，国及び県の予算編成上，極
めて難しい状況にありますので，御理解・御協力の程よ
ろしくお願いいたします。 
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県農地法関係
事務処理手続
の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 知事が申請人等に交付
や通知する「農地転用許
可書」 
「許可申請に係る不備書
類等の補正催告」等の文
書の発送を、県事務処理
要領では市町村経由で送
付すると規定している。 
 この際に発送手続きに
係る人件費や郵送料およ
び封筒などの事務経費が
すべて市町村の負担とな
っている。また人的にも
農業委員会事務局職員の
人員削減とも重なり事務
処理の負担が重くなって
いる

 
 農地転用に係る事は
知事処分なので、申請
人への催告や通知文の
発送などは市町村を経
由しないで直接処理
し、知事権限に係る事
務は市町村の負担にな
らないようにしていた
だきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
地方総
合事務
所(農政
企画課) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 農地転用許可書等の文書の農業委員会経由について
は，申請者の利便性を考慮し，住民にとって身近な市町
村を通じて行政サービスが受けられるようにしたもので
す。 
 これらの文書の市町村経由を廃止した場合は，直接出
向く場合の申請者が不便なるなども考えられ，事務処理
の簡素化と住民サービスの向上の観点からも慎重に判断
していきたいと考えております。 
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農地法の許可
証明等発行方
法の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 

 農業委員会でできる受
理証明は即時交付するの
に対し，県の証明は早く
て１週間，普通は１０日
～２週間はかかってい
る。 
 
 
 
 
 

 申請者に尋ねてみた
が，早く証明書が交付
されればなんでもいい
という人がほとんど。
遠隔地の人は，郵送で
受け付けるように工夫
すればいいのではない
か。県は，直接申請さ
れることや，直接交付
することを避ける傾向
にあり，処理要領もそ

地方総
合事務
所(農政
企画課) 
 
 
 
 
 
 
 

 許可証明等の農業委員会経由の廃止については，市町
村意向調査を行い，申請者の利便を考慮し判断していき
たいと考えております。  
 
 
 
 
 
 
 
 



   
   
   
   
   
    
   

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

のような内容となって
いる。電子申請で証明
が可能になるとは考え
にくいが，その方針で
あれば，それまでの暫
定措置としても実行可
能と考える。
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農振法に基づ
く知事同意の
あり方の見直
し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 農用地利用計画変更に
おける県の同意を得る要
件は，以前の許可と実質
的に同じ取り扱いとなっ
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 権限委譲されている
市町村，或いは，任意
で設置している農振協
議会へ審議している市
町村については，県同
意は不要と思われる。
また，現行制度に基づ
いた同意を要するなら
ば，面積変更2ha未満は
市町村の権限に基づく
計画変更とし，変更面
積2ha以上から県同意が
必要となる規定とする
ことにより，自治事務
の観点も包含されると
考える。

地方総
合事務
所(農政
企画課) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 市町村農業振興整備計画の変更に係る知事の同意につ
いては，農業振興地域の整備に関する法律第１３条第４
項において準用する同法第８条第４項に規定されている
法定要件のため，不要とすることは困難です。なお，知
事の同意にあたっては，法第１３条第１項及び第２項各
号等の要件の確認がされているか，除外後の農用地の転
用の確実性を担保するため他法令の許認可見込み等を審
査し判断しております。 
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傷病鳥獣救護
事務の対応方
法の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 傷病鳥獣救護について
は,鳥獣保護法及び茨城
県第９次鳥獣保護事業計
画により県が対応すると
規定されているが，実際
は市民が市に通報するこ
とが多く，その対応に半
日を要し，本来の市の業
務に支障が出ている。 
特に夜間，休日の通報の
際は，担当課職員等の自
宅に連絡が入るが、休日
等であり，対応する人員
を揃えることが困難とな
っている。 
 地方総合事務所環境保
全課へは、夜間，休日に
は連絡がつかず，鳥獣に
関する十分な知識・情報
も得られないため，現地
での判断や救護後の対応
に苦慮している。 

 県において，常時傷
病鳥獣に関する救護体
制を設置し，市民の要
望に対する迅速な対応
をお願いしたい。（ボ
ランティア団体の支援
活動，委託等を整備す
べきと考える。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方総
合事務
所(環境
政策課) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本県の傷病鳥獣救護事業につきましては，平成14年３
月に策定しました「県第９次鳥獣保護事業計画」に記載
しているとおり，各地方総合事務所の担当職員が，地元
の市町村や住民等の協力を得て，傷ついた鳥獣を診療機
関や県鳥獣センターへ搬送し、保護・飼養等を行うこと
としております。 
 また，当該事業の実施に当たっては，市町村の協力が
不可欠でありますことから，希望する市町村の職員に
は，傷病鳥獣の捕獲許可書の交付をしています。 
 なお，傷病鳥獣救護体制の充実強化を図るため，救護
ボランティア制度の導入や診療実施機関の適切かつ効率
的な確保等や，知事の職務権限に属する傷病鳥獣の捕獲
許可の権限を希望する市町村に移譲することを検討して
まいります。 
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産業廃棄物事
案の苦情処理
への対応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 産業廃棄物事案の苦情
処理は、突発的に発生す
る事例が多く、さらに現
地確認が必須である。 
 しかしながら、環境保
全課としても、多数の事
案を抱えており、即時の
対応が困難な場合が多い
ように思われる。また、
解決まで長期間に渡る事
例も少なく無 
いため、情報に継続性が
無くなり、当初からの経
緯を確認することが容易
にはできない。

 適正な人員配置と市
町村と情報を共有でき
るシステム造りが望ま
れる。また、産廃案件
は、警察、農林、商工
部門との関連も多く、
関係機関との連携強化
を要望する。 
 
 
 
 
 
 
 

地方総
合事務
所(廃棄
物対策
課) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 適正な人員配置については，関係各課と協議を進めて
まいります。 
 市町村と情報を共有できるシステムづくりについて
は，市町村職員の県職員併任，各地方総合事務所ごとに
設置している不法投棄防止対策連絡協議会の活用等によ
り，より一層の情報共有に努めてまいります。 
 関係機関との連携強化については，連絡会議を設置す
ることなどによる連携強化を検討する 
                       
 
 
 
 
 


